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有効求人数(季) 有効求職者数（季） 有効求人倍率（季） 新規求人倍率（季） 正社員求人倍率（原）

（倍）

（１） 現下の雇用失業情勢について
○ 一般職業紹介状況（令和５年１月分）

・有効求人倍率（季節調整値）は１．２０倍、前月と比べて０．０１ポイント減少

（就業地別は１．４４倍 、前月と比べて０．０１ポイント減少）

・新規求人倍率（季節調整値）は２．０２倍、 前月と比べて０．０４ポイント上昇

・正社員有効求人倍率（原数値）は０．８８倍、 前年同月と比べて０．１０ポイント上昇

○ 令和５年１月の基調判断

県内の雇用情勢は、持ち直しているものの、新型コロナウイルス感染症が雇用に与える影響に引き続き

注意する必要がある。

資料１



○ 産業別新規求人の推移○ 求人・求職の状況（原数値）

○ 産業別新規求人数の状況（原数値）

（１） 現下の雇用失業情勢について

0

500

1,000

1,500

2,000

R4.1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 R5.1月

（人）

建 設 業 製造業 情報通信業

運輸業,郵便業 卸売業・小売業 学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業,飲食サービス業 生活関連サービス業、娯楽業 教育、学習支援業

医療,福祉 サービス業

（人）

令和4年同月比 令和2年同月比

 新規求人数 10,469 11.8% 6.1% 9,365 9,868

 新規求職者数 4,783 ▲ 2.9% ▲ 11.1% 4,924 5,381

 有効求人数 26,554 12.0% ▲ 4.8% 23,703 27,898

 有効求職者数 19,790 ▲ 7.8% 3.4% 21,464 19,137

令和５年１月 令和４年１月 令和２年１月

（人）

令和4年同月比 令和2年同月比

10,469 11.8% 6.1% 9,365 9,868

うち建設業 574 ▲ 9.3% ▲ 0.2% 633 575

うち製造業 1,673 4.4% 28.0% 1,602 1,307

うち情報通信業 37 ▲ 79.9% ▲ 22.9% 184 48

うち運輸業、郵便業 502 ▲ 14.6% 6.6% 588 471

うち卸売業、小売業 814 ▲ 9.4% 0.0% 898 814

121 22.2% ▲ 11.0% 99 136

499 ▲ 8.4% 34.9% 545 370

302 9.0% ▲ 21.6% 277 385

うち教育、学術支援業 106 10.4% 51.4% 96 70

うち医療、福祉 2,270 12.2% 0.4% 2,024 2,262

うちサービス業 1,381 2.6% 36.5% 1,346 1,012

令和４年１月 令和２年１月

うち学術研究、専門・技術サービス業

うち宿泊業、飲食サービス業

うち生活関連サービス業、娯楽業

全産業

令和５年１月
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雇用シェアポートコーナーとは

新型コロナの影響で、雇用維持が
困難な事業者と人手不足事業者の
二極化が進む

県内事業者の雇用シェアを推進す
るため、しがジョブパークに設置

社会保険労務士等の専門家が相談
対応や各種サポートを実施

県内事業者を訪問し、雇用シェア
制度を紹介



3

サポートコーナーの取組（広報）

① ホームページの作成

しがジョブパーク専用サイトに併設

しがジョブパーク利用者に対して積極的に周知

② 案内チラシの作成

作成部数 11,000部

市町や商工会議所等を通じて、県内事業者へ配布



4

サポートコーナーの取組（相談・実績））

③ 県内事業者の相談対応・提案

12月末時点で述べ109件の相談対応・提案を行った。

うち４件は産業雇用安定センターの企業訪問に同行。

② マッチング実績

産業雇用安定センターを通じたマッチング実績は、
12月末時点で４件５名であった。

※昨年度マッチング件数：４件５名
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◎雇用シェアサポートコーナーの閉鎖
【閉鎖理由】

コロナの影響を受けた県内企業の雇用を守るため支援を実施
してきたが、経済活動が通常フェーズに戻りつつあるため。

コロナ禍において、県内の雇用創出・維持に一定の成果を上
げたと考えられることから。

次年度以降、しがジョブパークにおいて雇用シェアにかかる
相談があった場合は、制度の案内および関係機関への取次ぎ
を行う予定。

しがジョブパークのホームページ内にある「雇用シェア専用
サイト」は今年度をもって閉鎖します。

https://shigajobpark.jp/2022/04/15/2456/

雇用シェア事業の今後について



雇用シェア活用実現に向けた
滋賀労働局の取り組み

資料４

令和５年３月１６日

滋賀県
在籍型出向等支援協議会

（事務局）



１．在籍出向支援制度の周知活動

(1)滋賀労働局ホームページによる周知・広報

・第2回滋賀県在籍型出向支援協議会(令和4年2月2日開催)
報告

(2)雇用調整助成金申請事業主様を対象にした周知
➀リーフレットの送付
②電話による概要ご説明や出向意向の確認
③休業発生事業場への訪問による制度利用検討会実施

➃リーフレット送付先からの問い合わせ相談 19 件

雇用シェア実現に向けた具体的取り組み－１
滋賀労働局 職業安定部

実績推移 （令和5年2月末現在） 単位：件
令和３年7月~
令和４年9月 10月 11月 12月 1月 2月

リーフレットの送付 （①） 750 765 692 553 468

電話による概要説明＆意向確認 （②） 78 ４

事業場訪問による検討会（訪問） （③） 23 １



滋賀労働局ホームページのご案内
在籍型出向支援コーナー

在籍型出向による従業員の雇用維持を図る
事業主を支援します！

ここからお入り下さい！



雇用シェア実現に向けた具体的取り組み－２
滋賀労働局 職業安定部

(3）「えふえむ草津」放送出演による周知・広報
・令和４年７月20日（水）9時20分～9時40分

２．産業雇用安定助成金の周知・啓蒙活動

(1）滋賀労働局「労働行政説明会」での説明会

・実施日 令和４年９月14日（火）
・参加者 約 500名

(2）改正助成金オンライン説明会
・産業雇用安定助成金（スキルアップコース）等の概要

開催日時（各回とも同内容） 定 員

第1回 2月７日（火）

14:00～15:00

200名

第2回 2月８日（水） 200名

第3回 2月９日（木） 200名



雇用シェア実現に向けた具体的取り組み－３
滋賀労働局 職業安定部

（3）関係機関の広報誌による周知

◇滋賀県労働基準協会発行「滋賀労基」（毎月発行）

発行号 寄稿テーマ 発行月

８２７ 産業雇用安定助成金の支給や助成の対象が拡大します 令和４年７月

８３１
雇用シェア（在籍型出向制度）を利用して従業員の
雇用を守る企業を無料で支援します

令和４年11月



直近におけるリーフレット改訂
（雇用調整助成金・産業雇用安定助成金）

◇雇用調整助成金関係

◇産業雇用安定助成金（スキルアップ支援コースは、令和４年12月2日施行）

厚労省HP発信日 改訂内容 リーフ表示記号

令和４年11月30日

令和４年12月以降の雇用調整助成金の特例措置（コロナ特例）の
経過措置について

LL041130企01

令和４年12月１日から令和５年3月31日まで、新型コロナウイルス感染症
を理由として雇用調整助成金を活用する場合の支給要件を一部緩和します

LL041130企02

令和４年12月27日 緊急雇用安定助成金は、令和５年３月31日をもって終了する予定です LL041227企01

厚労省HP発信日 改訂内容 リーフ表示記号

令和４年 9月30日 産業雇用安定助成金の支給や助成の対象が拡大します LL040930政01

令和４年12月２日

在籍型出向を活用し「産業雇用安定助成金（スキルアップ支援コース）」
を受給しませんか？

LL041202政01

産業雇用安定助成金ガイドブック スキルアップ支援コース PL041202政01

産業雇用安定助成金ガイドブック（スキルアップ支援コース）FAQ

令和４年12月15日 産業雇用安定助成金（雇用維持支援コース）をご活用下さい LL041215政01



産業雇用安定助成金 出向計画届の受理状況
滋賀労働局 職業対策課

出向
元

１．出向計画届 労働者数及び事業所数

出向先

出向元

出向先

２．支給申請書受理＆支給決定状況

３．業種別 出向計画届 労働者数（累計）

出向先 A E Ｈ Ｉ K L M N Ｐ Ｑ Ｒ

合計
（人）

農業、林業 製造業
運輸業
郵便業

卸売業
小売業

不動産業
物品賃貸業

学術研究
専門・技術サービス

業

宿泊業
飲食ｻｰﾋﾞｽ業

生活関連ｻｰﾋﾞｽ業娯楽業 医療・福祉 複合ｻｰﾋﾞｽ業
サービス業

（他に分類されない
もの）

出向元

E 製造業 3 1 1 5

H 運輸業・郵便業 2 2

Ｉ 卸売業・小売業 1 2 1 4

Ｍ 宿泊業、飲食サービス業 37 37

Ｎ 生活関連サービス業、娯楽業 1 9 1 11

Ｐ 医療、福祉 2 2

Ｒ ｻｰﾋﾞｽ（他に分類されないもの） 1 1

合計（人） 1 4 1 13 1 1 38 0 2 1 0 62



産業雇用安定助成金の制度改定
「スキルアップ支援コース」新設

資料5



コースの種類

1 雇用維持支援コース

2 スキルアップ支援コース（R4.12月 新設）

本助成金は、改正前は新型コロナウイルス感染症の影響を受けた時のみ雇用維持を目

的とする１コースでしたが、改正後は状況によって選択可能な２つのコースに増えまし

た。

産業雇用安定助成金 スキルアップ支援コースの概要
滋賀労働局 職業対策課



「スキルアップ支援コース」とは？

労働者のスキルアップを在籍型出向により行い、出向から復帰した際の賃金を出向前と比較して

上昇させた場合に助成する。

➤労働者のスキルアップを目的とする出向
※ただし、出向先で従事する業務が、①港湾運送②建設③警備④病院等における医療関係業務以外であること。

➤出向した労働者が出向期間終了後、元の事業所に戻って
働くことが前提である出向

➤労働者の出向復帰後６カ月間の各月の賃金を、出向前賃金と比較していずれも５％以上上昇させ
る

助成の条件

産業雇用安定助成金 スキルアップ支援コースの概要
滋賀労働局 職業対策課



➤「出向元事業主用」と「出向労働者用」がある。

➤在籍型出向により得た経験・スキルが復帰後にどのように活かされているのか
等を具体的に記載。

「スキルアップ計画」

➤出向労働者ごとに作成。（条件を満たせばまとめることも可能）

➤生産性向上の見込みや求める人材像を記載。

➤職業能力開発推進者の選任が必要。

「出向実施結果報告書」

産業雇用安定助成金 スキルアップ支援コースの概要
滋賀労働局 職業対策課



「出向後賃金５％アップ」

➤出向復帰後６ヶ月間に対象労働者へ支払われる各月の賃金を、出向前賃金と比較→いずれも５％以上 上昇
していないといけない。

➤毎月決まって支払われる賃金（基本給及び諸手当）※が対象。
※時間外手当（固定残業代含む）や精皆勤手当等は対象外

➤労働協約、就業規則または労働契約等に明示されているものに限る。

産業雇用安定助成金 スキルアップ支援コースの概要
滋賀労働局 職業対策課



産業雇用安定助成金ガイドブック
スキルアップ支援コース
P.8から抜粋

産業雇用安定助成金 スキルアップ支援コースの概要
滋賀労働局 職業対策課

「賃金上昇確認期間の例」



【対象】出向元事業主

【支給額】 中小企業 中小企業以外

助成率 ２／３ １／２

助成額 以下のいずれか低い額に助成率をかけた額（最長１年まで）
（１）出向労働者の出向中の賃金のうち出向元が負担する額
（２）出向労働者の出向前の賃金の1/2の額

上限額 8,355円/１人１日あたり
（１事業所１年度あたり1,000万円まで）

「支給額」

産業雇用安定助成金 スキルアップ支援コースの概要
滋賀労働局 職業対策課
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・出向元：中小企業
・出向前の賃金日額、出向中の賃金日額はいずれも１万円
・出向元が10割賃金負担（出向先賃金負担なし）
・出向期間：１年間（年間労働日数：240日）
・出向期間中に出向元が負担した賃金額：2,600,000円
・出向復帰後の賃金日額が1万２千円

支給額の例

（１）の計算式
2,600,000（円）*2/3（助成率）＝1,733,333（円）

（２）の計算式
10,000（出向前日額）*240（年間労働日数）*1/2 *2/3（助成率）＝800,000（円）

上限額の計算式
8,355（円）*240（年間労働日数）＝2,005,200（円）

比較

比較

支給予定額

産業雇用安定助成金 スキルアップ支援コースの概要
滋賀労働局 職業対策課



「支給申請までの流れ」 産業雇用安定助成金ガイドブック
スキルアップ支援コース
P.15から抜粋

産業雇用安定助成金 スキルアップ支援コースの概要
滋賀労働局 職業対策課



雇用維持支援コース

https://www.mhlw.go

.jp/content/11600000

/001019374.pdf

ガイドブック

スキルアップ支援コース

リーフレット ガイドブック

https://www.mhlw.go.
jp/content/11600000/
000735394.pdf

https://www.mhlw.go.

jp/content/11600000/

000814628.pdf

リーフレット

https://www.mhlw.go.
jp/content/11600000/
001018972.pdf

産業雇用安定助成金 各コースのリーフレット等
滋賀労働局 職業対策課

https://www.mhlw.go.jp/content/11600000/001019374.pdf
https://www.mhlw.go.jp/content/11600000/000735394.pdf
https://www.mhlw.go.jp/content/11600000/000814628.pdf
https://www.mhlw.go.jp/content/11600000/001018972.pdf


今後の取り組み方針
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滋賀県在籍型出向等支援協議会 各構成機関ごとの役割（案）

各構成組織との連携により 「スキルアップ支援コース」 の周知促進を行う

労働者団体

産業雇用安定センター
滋賀事務所

連合滋賀

社会保険
労務士会

滋賀県

金融機関

行政機関

経済団体

滋賀労働局
（事務局）

滋賀銀行
滋賀中央信用金庫
長浜信用金庫
湖東信用金庫
日本政策金融公庫

経済産業省 近畿経済産業局
国土交通省 近畿地方整備局

近畿運輸局
農林水産省 近畿農政局

滋賀経済産業協会
滋賀県商工会議所連合会
滋賀県商工会連合会
滋賀県中小企業団体中央会
滋賀経済同友会

滋賀県在籍型出向等支援協議会

○雇用調整助成金については、令和４年12月以降特例措置の段階的な
縮減を図るとされており、人材を有効に活用するためにも、休業から
就業（出向）への在籍型出向を活用した移行を効果的に支援すること
により、円滑な労働移動を一層促進していく必要がある。

→ 特に雇用調整助成金活用企業にターゲットを絞った個別の周知
（支給決定通知書にリーフレットを同封する等）、送出ニーズの
把握を再徹底する

→ 出向セミナー・相談会等の開催や横展開を行った事項について、
地域の実情に合った取組を引き続き促進する

○在籍型出向は、自社にはない実践の場における経験から新たなスキ
ルを習得することが期待できることから、労働者のスキルアップの手
段としての在籍型出向の活用促進を図る必要がある。

→ 新設予定のスキルアップ支援コース（仮称）について、周知広報
取組を促進することとし、地域協議会により構築した連携体制も
最大限活用しつつ、制度周知、事例の横展開、企業情報の収集な
を図る

→ 特に産業雇用安定センターとの更なる連携により活用促進を図る

特に雇用調整助成金活用企業にターゲットを絞った個別の周知
（支給決定通知書にリーフレットを同封する等）、送出ニーズの
把握を再徹底する

出向セミナー・相談会等の開催や横展開を行った事項について、
地域の実情に合った取組を引き続き促進する

新設のスキルアップ支援コース（令和４年12月２日施行）について、
周知広報の取組を促進することとし、地域協議会により構築した
連携体制も最大限活用しつつ、制度周知、事例の横展開、企業
情報の収集などを図る

特に産業雇用安定センターとの更なる連携による活用促進を図る



「滋賀労働局HP」広報チラシの内容変更のご案内

新設 「スキルアップ支援コース」 の周知促進をお願いします


